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平 成 ２０年 度 の原 子 力 関 係 経 費 の見 積 りについて 

（総 務 省 消 防 庁 ） 

平成１９年７月３１日 

１．概算要求方針  

 総務省消防庁としては、従来から原子力防災体制を確立するため、地域防

災計画作成マニュアル及び原子力施設等における消防活動対策マニュアル

等の作成・見直しを行ってきており、今年度においても地方公共団体におけ

る事前の計画から原子力災害発生時の応急対策まで全般的な指導等を行う

ために所要の額を予算要求することとする。 

 

２．原子力関係予算（全体）  

（百万円） 

 ２０年度予算案額 ２０年度概算要求額 １９年度予算額 

一般会計  （調整中） ９ 

エネ特会（立地対策）    

エネ特会（利用対策）    

合計  （調整中） ９ 

 

３．「基本方針」への対応状況  

Ａ．安全の確保の充実に向けた対応 

  （１）取組の方針 

     地方公共団体における原子力防災体制の充実・強化 

  （２）主な施策【平成２０年度予算案額←平成２０年度概算要求額←平成１９年度予算額（百万円）】 

    ○  原子力災害対策の指導等に要する経費 【   ←調整中←4】 

    ○  緊急消防援助隊用資機材の整備に要する経費 【   ←調整中←5】 

４．その他特記事項  
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原子力関係経費の見積りヒアリング 施策概要 

 

１．基本事項： 

所管省 総務省消防庁 整理番号 １ 

施策名 原子力災害対策の指導等に要する経費 

基本方針 

分類 

主：Ａ「安全の確保の充実に向けた対応」 

従： 

大綱分類 
主：１－１－１「安全対策」 

従： 

２．予算額：                            （百万円） 

 ２０年度予算案額 ２０年度概算要求額 １９年度予算額 

一般会計  （調整中） ４ 

エネ特会（立地対策）    

エネ特会（利用対策）    

合計  （調整中） ４ 

３．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

   原子力施設等における災害時に有効に対処するため、地方公共団体が行う消防防災対

策について調査・研究し、指導を行い、対処能力の向上を図る。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

 原子力災害に対する消防機関の対処能力が向上し、隊員の安全を確保しつつ円滑な消

防活動が実施できる。 

４．当該施策の事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容等： 

 

５．平成２０年度概算要求内容： 

  原子力施設内における火災事故等の発生を踏まえ、管理区域内での消防活動を想定した

実働モデル訓練を企画・実施・評価し、原子力施設内における消防訓練のあり方について

とりまとめ、訓練のモデルプラン等を作成する。 

６．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

様式２ 
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原子力関係経費の見積りヒアリング 施策概要 

 

１．基本事項： 

所管省 総務省消防庁 整理番号 ２ 

施策名 緊急消防援助隊用資機材の整備に要する経費 

基本方針 

分類 

主：Ａ「安全の確保の充実に向けた対応」 

従： 

大綱分類 
主：１－１－１「安全対策」 

従： 

２．予算額：                            （百万円） 

 ２０年度予算案額 ２０年度概算要求額 １９年度予算額 

一般会計  （調整中） ５ 

エネ特会（立地対策）    

エネ特会（利用対策）    

合計  （調整中） ５ 

 

３．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

   放射性物質災害発生時に備えた広域応援体制の整備促進を図るため、緊急消防援助隊

の教育訓練用資機材の充実を図る。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

 放射性物質災害対策に対する消防機関の対処能力が向上し、隊員の安全を確保しつつ

円滑な消防活動が実施できる。 

４．当該施策の事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容等： 

 

５．平成２０年度概算要求内容： 

  放射性物質災害対策に対する教育訓練等に活用するため消防大学校等に配備している資

機材の維持管理を行う。 

６．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

様式２ 


